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平成 30 年度第２回香川県国民健康保険運営協議会 会議録 

 

１ 日時   平成 31 年２月５日（火）13：30～15：30 

２ 場所   香川県庁本館 12 階 大会議室 

３ 委員の出席状況 

〔出席委員 10 名〕 松尾会長、近藤委員、名賀委員、藤井委員、久米川委員、豊嶋委員、 

木村委員、安藤委員、小島委員、美馬委員 

〔欠席委員１名〕 石川委員 

４ 事務局出席者 

  健康福祉部：安藤部長、土草次長 

医務国保課：東課長、高橋室長、白石室長補佐、西部室長補佐、大野副主幹、冨田主任 

５ 傍聴者 なし 

６ 議事内容 

各議題の審議等について 

議題１ 国民健康保険事業費納付金の算定結果について 

事務局から、議題１について、説明を行った。 

 

 【主な意見、質疑等】 

（ 委  員 ） ・ 参考資料４で、主な歳入、歳出で５０億円ほどの差があるが、歳入

が不足しているのではと心配している。 

 

（ 事 務 局 ） ・ 参考資料４は、主な歳入・歳出で歳入不足ではないが、資料作成の

際に注意したい。委員の皆様に、歳入・歳出の資料をお送りする。 

 

（ 委  員 ） ・ 国保は無職の方や非正規労働者の方が加入しているので、出入りを

推計することは非常に複雑で難しいと思っている。被保険者数の推計

方法を教えていただきたい。 

 

（ 事 務 局 ） ・ 国保の被保険者数が非常に推計しにくいことは、委員御指摘のとお

り。国が示した被保険者の推計方法を使用しているが、推計方法は非

常にシンプルで、直近の被保険者の動向を使うこととなっている。 

 

（ 委  員 ） ・ 被保険者数の推計次第で大きく結果が異なってくることが心配だ。

国が示している方法を採用するのもいいが、検証して、検証結果をも

とに推計方法を改める考えはあるのか。 

 

（ 事 務 局 ） ・ 国保の被保険者数の推計は、国が示した方法がそのまま本県に当て

はまるのか、推計結果と実績値をもとに、本県の事情に合った推計方

法を考えていく必要があると考えている。国に対しても推計方法につ

いて改善点など意見を言っていかなければならないと考えている。 

 

（ 委  員 ） ・ 市町ごとの収納率をもとに、標準保険料率を算出する仕組みとなっ

ているが、今回の算定の際に使用した収納率は上がっているのか。 
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（ 事 務 局 ） ・ 委員御指摘のとおり収納率は、国保における重要な課題。標準保険

料率を算出する際に、直近３年の最低値を使用することとしている。

31 年度の標準保険料率を算出する際に収納率が 30 年度と比べて下が

ったのは、小豆島町だけとなっている。 

 

（ 委  員 ） ・ 運営協議会に出席して、国保の運営は大変なことだと感じた。 

・ 国保は保険料が上がったとしても、必要なものと分かるよう県民向

けの説明会をやってほしい。 

 

（ 事 務 局 ） ・ 消費生活センターの「くらしのセミナー」を活用して、国保のこと

をお伝えしている。今後もこのような取組みを継続していきたい。 

 

（ 委  員 ） ・ 運営協議会委員に、セミナーの情報を提供していただきたい。 

 

（ 事 務 局 ） ・ 来年度の計画が分かれば、委員の皆様にお知らせする。 

 

（ 委  員 ） ・ 医療では、人材の不足や分子標的薬のような高額の薬も開発されて

いるような状況で、医療費がどれくらいかかるか、何年か先を見通す

ことは難しいと考えている。大事なのは、医療費をどう適正化できる

かということであり、例えば、健康寿命をどうやって延ばすか、望ま

ない延命治療をどうするかを考えるべきだと思う。 

 

（ 委  員 ） ・ 歯科健診を受診している方は、医療費は低いというデータが出てい

るので、もっと力を入れていただきたい。保険料は高いというのが県

民感情と思う。健診を受けて医療費をかけないようにという流れがあ

るので、県としてもデータを提示して指導していただきたいし、国の

補助がもう少しあってもいいと思っている。 

 

（ 委  員 ） ・ かかりつけ薬局を決めていただくことで、薬の重複を確認でき、医

師に相談して、薬を減らすことができるというメリットがある。 

 

（ 会  長 ） ・ 様々な意見をいただいたが、知事から諮問された「国民健康保険事

業費納付金の徴収」について、事務局案は適当であると答申したい。 

 

議題２ その他 

 

 【主な意見、質疑等】 

（ 委  員 ） ・ 保険給付費以外で、例えば、保健事業費の人件費や会場使用料など

は一般会計からの繰入になっているのではないか。 

 

（ 事 務 局 ） ・ 保健事業などにかかる人件費などは交付税の対象。国保と国保以外

を分けずに保健事業を行っている市町は、事業費を一般会計からの支

出で賄っているところもある。次回の運営協議会で、30 年度の決算状

況をお知らせすることになるので、御確認いただきたい。 


